
No.17 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（直立消波ブロック） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）改良設計 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L. +0.87，H.W.L. +0.35，L.W.L. ±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
0.14 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 

発生頻度の高い津波を生じさせる地震の設計水平震度よりもレ

ベル 1 地震の設計水平震度の方が大きい 

レベル 2 － 

津波条件 

レベル 1 
H.W.L 時：前面水位 DL-0.31，残留水位 DL+1.01 

L.W.L 時：前面水位 DL-0.66，残留水位 DL+0.66 

レベル 2 - 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法 ：薬液注入工法/深層混合処理工法，薬液注入工法 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜構造物補強対策＞ 

・堤体重量の増加方法として堤体背後の土砂を固結させて岸壁

と一体的に抵抗する固結工法とし、経済性に優れる薬液注入

工法を採用（改良幅 2.0m で安定する） 

＜液状化対策＞ 

・FLIP 解析の結果、水平変形量が許容変形量 10cm を満足しない

ため、別途液状化対策工法を検討し、薬液注入工法単独（必要

改良幅 3.5m）よりも経済的となる薬液注入工法＋深層混合処

理工法の併用（必要改良幅 3.0m）を採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

＜制約条件＞ 

・対象施設は上屋が近接していることと防砂板の損傷防止とし

て、極力変位を最小限とし、上屋及び漁業活動への影響を考慮

して小型機械での施工 

キーワード 地盤改良工法の併用，液状化対策，FLIP 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

 

そ
の
他 

レベル 1地震動（地域別）による設計水平震度が大きいため、液状化判定及び、動的解析

（FLIP）における対象地震動は、「八戸波」及び「大船渡波」を用いる 

本設計に関する基本情報 

管理者：鳥取県，設計位置：鳥取県岩美郡岩美町網代～大谷，設計年次：－ 

深層混合処理工法 
薬液注入工法 
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No.17 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 
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No.17 

機能強化（構造物補強対策）の比較 
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No.17 

液状化対策（地盤改良）の比較 
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No.18 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（ケーソン式） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L +1.28，H.W.L +0.62，L.W.L -0.04 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
Kh=0.13 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 

1983年日本海中部地震及び1993年北海道南西沖地震を対象とす

るが、距離が遠く断層面の距離減衰により基盤最大加速度が

1.7gal となるため、対象外 

レベル 2 － 

津波条件 

レベル 1 
L.W.L 時：前面 -0.48，背面 +0.44（1993 年北海道南西沖地震） 

H.W.L 時：前面 +0.17，背面 +1.06（1983 年日本海中部地震） 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強，地盤改良（液状化対策併用） 

対 策 工 法：本体・上部コンクリート拡幅/捨石の拡幅， 

       締固め（静的） 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜構造物補強＞ 

・滑動、転倒、端趾圧の安全性向上として腹付けコンクリートと

合わせて背後地盤を締固め工法にて改良し、内部摩擦角の改良

を図る 

＜直線すべり・偏心傾斜荷重(ビショップ)対策＞ 

・初期断面に基礎捨石の腹付を行い所要の安全率を確保 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

＜液状化対策＞ 

・締固め工法(□2.5m×2.5m、置換率 6.1%)を行い、液状化強度を

上げるとともに内部摩擦角をφ=34 まで改良（φ=40 まで改良

しても本体工の拡幅が必要なため、液状化対策の改良率） 

・締固工法として一般的な SCP 工法は、周辺施設 （観光施設，水

産物仲買売り場，民間企業）に対する振動の影響が懸念される

ため、静的工法を採用 

 

キーワード 液状化対策，土圧低減併用，締固め（静的）工法， 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

耐震・耐津波による決定断面 

そ
の
他 

・SCP 工法の振動によるの影響確認      ・静的工法の振動レベル    

本設計に関する基本情報 

管理者：島根県，設計位置：島根県浜田市原井町，設計年次：平成 28 年度  
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No.18 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 

 
 

 
 

 
 

【改良率の決定】 

 最小改良率 6.1％（杭間隔 2.5m ピッチ）とすることで、液状化判定は「Ⅲ 液状化しない可能性が大
きい」まで改良される。 
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No.18 

機能強化（構造物補強）の比較 

 

78



No.19 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（ケーソン） 

目的 岸壁の機能強化（耐震）構造検討 

新設・改良 新設 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L：D.L+1.70，L.W.L：D.L+0.23 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
－ 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 
Kh=0.30 ※小倉東断層を震源とする地震 

     ※ポートアイランド波，地表面最大加速度 704.1gal 

津波条件 

レベル 1 － 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，新設 

対 策 工 法：深層混合処理工法，ケーソン式 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜新設＞ 

・コンクリート単塊式（水中コンクリートのみ，水中コンクリー

ト＋方塊式）及び前面鋼矢板控えアンカー式との経済比較によ

り決定 

・控え矢板式は背後の上屋内部に控え工を設置する必要がある

ため、不適 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・地盤改良は深層混合処理工法を採用し、接円ラップ式（改良率

91.5％），設計基準強度 600kN/m2で外部安定及び内部安定の安

定性を確保（決定根拠は地震時における内部安定の端趾圧） 

キーワード 新設，ケーソン，地盤改良 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：山口県，設計位置：山口県下関市彦島西山町地内，設計年次：平成 27 年度  
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No.19 

安定計算結果（耐震設計による決定断面） 
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No.19 

構造形式の比較（1/2） 
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No.19 

構造形式の比較（2/2） 

 

82



No.20 

対象施設 岸壁 構造形式 控え矢板式 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L ＋2.30， L.W.L ±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
Kh=0.14 ※親水施設 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 

Kh=0.15 

※「八戸波」、「大船渡波」、「新晩翠橋波」を日向灘南部地震

（385gal）で振幅調整した波形より算出 

津波条件 
レベル 1 最低津波高：D.L -1.43 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，構造物補強対策 

対 策 工 法：深層混合処理工法，グラウンドアンカー設置 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜地盤改良＞ 

・既設矢板の応力及び根入れ確保を目的として「受動抵抗の

増大」及び「主働土圧の軽減」を検討 

・これより、海側、陸側（液状化対策を含む）の地盤改良とし

て 「軽量盛土工法」及び「固化処理工法」では安定性を確保

できないことを確認し、「深層混合処理工法」を採用 

＜グラウンドアンカー設置＞ 

・控え工の機能強化としてグラウンドアンカー設置を実施 （存

置する控え工の耐力は期待しない） 

・控え工の新設より経済性・施工性に優れる 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・控え工の改良対策案として考えられる「控え工の二重化も

しくは取替え」及び「控え工の新設」は、必要根入れ長の確

保効果がない事や、経済性も著しく劣ると考えられ、比較

案から除外 

・既設控え工（存置）を考慮して、グラウンドアンカーの配置

は「タイ材の中央」、「タイ材より起点側」、「タイ材より終点

側」を比較し、「タイ材より終点側」を採用 

キーワード 
液状化対策，深層混合処理工法，グラウンドアンカー（控え

工） 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

 

そ
の
他 

・バース長は 44m であるが、岸壁法線平行方

向にも外力が作用することを想定し、海側の

液状化層下端より受働崩壊角を考慮して取

付部も地盤改良を実施 

・受働崩壊角の平均勾配より協議の結果、取

付部は 10m とし、計画延長は 66m （=44＋10×

2） 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：宮崎県，設計位置：宮崎県日南市大堂津地内，設計年次：令和 6年度 
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No.20 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 
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No.20 

機能強化（構造物補強）の比較 
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No.21 

対象施設 岸壁 構造形式 直杭式横桟橋 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 ※増深含む 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.H.W.L：+4.00，H.W.L：+3.00，L.W.L：±0.00 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
Kh=0.16 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 

Kh=0.23 

※平成 19 年度の耐震改良の既設計より設定 

レベル 2 

・鬼門平断層_M6.5_最大基盤加速度 389gal 

・どこにでも起こりうる地震動 

（賀祥ダム基礎部上下有方向成分_M7.3_最大基盤加速

度 394gal） 

津波条件 

レベル 1 
津波水位：D.L +4.0m 

津波流速：0.20m/sec 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：増し杭補強（前出し） 

粘り強い対策 － 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

＜桟橋前出し（増杭）＞ 

・岸壁法線が変更となり、バースの連続が損なわれるが、既設上

部工の撤去が最小限となり、施工期間が短いため採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

＜前出し幅＞ 

・桟橋の前出し幅は標準的な杭間隔から最小間隔である 3m 

＜杭の規格＞ 

・杭 1 列目はスパイラル鋼管杭の最小規格φ400-t9 でも応力照

査を満足するが、構造上弱点となる可能性があるため、既設杭

と同規格のφ900-t12 とした 

・既設土留部は土圧低減として背後地盤を軽量混合処理改良済 

キーワード 直杭桟橋，増深，レベル 2地震動 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

 

断
面
図 

そ
の
他 

桟橋に作用する津波外力は越流時と

して「漁港・漁場の施設の設計参考

図書（2015 年版）P107,112」に基づ

き算定 

 

本設計に関する基本情報 

管理者：鹿児島県，設計位置：鹿児島県指宿市山川町福元，設計年次：平成 29 年度 

86



No.21 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 

 

 
 

 

 

 

87



No.21 
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No.21 

機能強化（耐震・増深対策）工法の比較 
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No.22 

対象施設 物揚場 構造形式 重力式（直立消波ブロック） 

目的 岸壁の機能強化（耐震・耐津波）構造検討 

新設・改良 新設 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L +2.90，L.W.L ±0.00，M.S.L +1.50 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
Kh=0.16 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 

八戸波  ：0.15 

大船渡波 ：0.11 

新晩翠橋波：0.20 ※採用 

レベル 2 － 

津波条件 

レベル 1 

最大水位：D.L +3.11 ※H.W.L 時 

最大波高：0.40m   ※H.W.L 時 

最大流速：0.054m/s 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：液状化対策，新設 

対 策 工 法：SCP 工法，直立消波ブロック 

粘り強い対策 - 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

・経済性に優れ、前面の泊地における静穏度が向上するため、直

立消波ブロックを採用 

・液状化対策は経済性・施工性に有利となる SCP 工法を採用 

 ※改良径（ケーシング径，改良砂杭径）の比較を行い、ケーシ

ング径φ800，改良砂杭径φ1100 を採用 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

・ブレブナー・ドネリーの算定式より、捨石（500 ㎏内外）で被

覆材重量を満足しないため、被覆ブロックを設置（堤前波高

2.6ｍ） 

・津波流速による必要重量では捨石（10～100kd）で被覆材重量

を満足する 

キーワード 新設，液状化対策 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

本設計に関する基本情報 

管理者：鹿児島県，設計位置：鹿児島県垂水市牛根麓 
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No.22 

安定計算結果（耐震・耐津波設計による決定断面） 

 
 

 
 

 
 

機能強化（新設）の比較（1/2） 
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No.22 

機能強化（新設）の比較（2/2） 
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No.22 

機能強化（液状化対策）対策の比較 
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No.23 

対象施設 岸壁 構造形式 重力式（ケーソン） 

目的 岸壁の機能強化（耐震）構造検討 

新設・改良 改良 粘り強い機能の有無 無 

設
計
条
件 

潮位 H.W.L ＋2.05，M.W.L +1.15，L.W.L +0.10 

設計震度 

レベル 1 

地域別 
Kh=0.13 ※係留施設 A 

レベル 1 

その他 
－ 

レベル 2 － 

津波条件 

レベル 1 － 

レベル 2 － 

採
用
工
法 

機能強化の方向性 

※新設含む 

対策の方向性：構造物補強対策 

対 策 工 法：控え工の設置 

粘り強い対策 - 

採用工法の 

基本的な方針・決定根拠 

※粘り強い対策を優先表記 

・最も安価となり、陸上機械による施工性に優れる他、簡易調

査で確認されたエプロン部の沈下・ひび割れなどの老朽化部

材の性能向上も期待される 

設計上の留意点 

※粘り強い対策を優先表記 

＜控えコンクリート工＞ 

・岸壁背後に設置する控えコンクリート単塊に対する安定性

をタイ材の張力を用いて確認した結果、差し筋を設置 

 ※差し筋に作用するせん断力・引張力・複合荷重の照査も実

施 

・控えコンクリート単塊はタイ材の張力により配筋検討を実

施 

キーワード 控え杭式，耐震対策，老朽化対策 

機能強化工法説明図 

平
面
図 

断
面
図 

  

本設計に関する基本情報 

管理者：沖縄県，設計位置：沖縄県久米島町，設計年次：令和 5 年度  
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No.23 

安定計算結果（耐震設計による決定断面） 

 
 

 
 

 
 

【コンクリート単塊の安定照査】 ※差し筋無は OUT 

 
【コンクリート単塊の配筋検討】 
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